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１目的 

文部科学省の「高等学校等デジタル人材育成支援事業費補助金（高等学校ＤＸ 加速化推進事

業）」を活用し、東大阪市立日新高等学校（以下「日新」という。）がデジタル教育のカリキュラ

ムを実施し、データサイエンスやプログラミング、ＡＩ活用などを学ぶことや、ＩＣＴを活用し

文系・理系の壁を超えて探究的に学ぶ環境を整備し、将来の社会を支えるデジタル人材の育成を

目指すため、専門性の高い実践的な研修や講義等を業務委託し実施する。 

本事業を実現するにあたり、民間事業者の持つ高度かつ広範な専門知識、技術や経験等を活用

し、確実かつ円滑に本事業を進めていくことのできる事業者を選定するため、公募型プロポーザ

ル方式（以下、「本プロポーザル」という。）により事業者を広く募集し、総合的な評価をもって

決定するものとする。 

２事業概要 

（１）事業名 

令和７年度 東大阪市立日新高等学校デジタル人材育成支援事業委託業務 

（２）事業内容 

別紙「令和７年度東大阪市立日新高等学校デジタル人材育成支援事業委託業務仕様書」 

（以下「仕様書」という。）のとおり 

（３）契約期間 

   契約締結の日から令和８年３月３１日まで 

（４）委託金額の上限 

４，５００，０００円（消費税及び地方消費税の額を含む。）を上限とする。 

（５）支払方法 

令和７年度東大阪市立日新高等学校デジタル人材育成支援事業委託契約について、業務完

了報告書が適正であると本市が認めたのち、適正な請求書を受領した日から３０日以内に支

払うものとする。  

３参加資格 

参加事業者は、参加表明書の提出日において以下に掲げる要件の全てに該当する者とする。 

①「東大阪市入札参加停止要綱」による入札参加停止期間中でないこと。 

②本市の令和６年・７年・８年度入札参加有資格者名簿に登録されていること。 

③一般財団法人日本情報経済社会推進協会が管理するプライバシーマークまたは、ＩＳＯ／

ＩＥＣ２７００１（情報セキュリティマネジメントシステム）認証（相当する認証を含む）

を取得している。 

④地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない

者であること。 

⑤会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

の規定による更生手続き又は再生手続の開始の申し立てがなされていないこと。 
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⑥破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続き開始の申立て又は破産手続き

開始決定がされていないこと。 

⑦東大阪市暴力団排除条例（平成２４年東大阪市条例第２号）第２条第２号に規定する暴力

団員又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者に該当しないこと。 

⑧過去５年間（契約締結日が令和２年４月１日以降）に他自治体、公立・私立高校等と契約

を締結した実績を有すること。 

⑨コンソーシアム（共同企業体）ではないこと。 

４スケジュール 

 本プロポーザルの実施スケジュールは以下のとおりである。

項目 期日 

１ 公告日（本市ホームページ掲載日） 令和７年７月４日（金）

２ 質問書提出期限 令和７年７月２５日（金）正午

３ 質問書回答 令和７年８月１日（金） 

４ 参加表明書提出期限 令和７年８月８日（金）正午

５ 企画提案書等提出期限 令和７年８月２２日（金）正午

６ プレゼンテーション 令和７年８月２７日（水）

７ 選定結果公表 令和７年９月４日（木）

８ 契約締結 令和７年９月下旬

５参加の手続き 

（１）実施要領等の配布 

本事業における必要書類は本市教育委員会学校教育部高等学校課のホームページから閲覧及   

びダウンロードすること。 

(https://www.city.higashiosaka.lg.jp/soshiki/26-9-0-0-0_1.html) 

（２）質問及び回答 

  質問は質問書の提出により行うこととし、口頭による質問は受付けない。 

ア 提出期限 令和７年７月２５日（金）正午まで 

イ 提出方法 電子メール(koutougakko@city.higashiosaka.lg.jp) 

① 質問書（様式第１号）に質問事項を記入し、ワード形式のまま添付ファイルとして送

付すること。 

代表者印等は必要なし。 

② 電子メールの件名は「【会社名】令和７年度東大阪市立日新高等学校デジタル人材育

成支援事業委託業務質問書」とすること。 

③ メール送信時に高等学校課へ電話（０６－４３０９－３３１２）で到着確認の連絡を

行うこと。 
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ウ 回答方法  

質問書に対する回答は、令和７年８月１日（金）に本市教育委員会学校教育部高等学校課

のホームページに掲載する。 

(https://www.city.higashiosaka.lg.jp/soshiki/26-9-0-0-0_1.html) 

ただし、質問者の競争上の利益を害し、地位を脅かすおそれがある質問やその他公開すべ

きではない内容を求める質問であると本市が判断した場合には、対象者を絞りメールにて回

答する、もしくは回答を控えることがある。 

（３）参加表明書及び企画提案書等の提出 

本事業の参加にあたっては、以下の書類を提出すること。期限までに参加表明書の提出がな

い事業者の参加は認めない。 

ア 提出期限 

（ア）参加表明書 

令和７年８月８日（金）正午まで 

   （イ）企画提案書等 

   令和７年８月２２日（金）正午まで 

イ 提出先  

東大阪市役所本庁舎１７階 学校教育部 高等学校課 

ウ 提出方法  

①電子メールにて提出すること。 

電子メール(koutougakko@city.higashiosaka.lg.jp) 

提出資料（参加表明書、企画提案書等）は全てＰＤＦにて送信すること。 

＊５，０００㎅以下の容量で送信すること。容量が超える場合は、複数に分けて送信

するとともに、標題にはＮｏ．１、Ｎｏ．２等入力し提出すること。 

メール送信後に高等学校課へ電話（０６－４３０９－３３１２）で到着確認の連絡を行

うこと。 

エ 提出書類 

 参加表明書及び企画提案書等の提出書類は以下のとおりである。 

（ア）参加表明書 

名称 様式及び添付資料等 

① 参加表明書 【様式第２号】 

② 事業者の概要

【様式第３号－①、②】 

会社概要や実施業務について記載したパンフレット等の資料があ

れば提出すること。 
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③ 業務実績 
【様式第４号】 

「３．参加資格⑧」の業務実績を記載すること。 

 （イ）企画提案書等 

名称 様式、添付資料記載方法の注意点等 

① 企画提案書 

【様式第５号】と【任意様式】 

【任意様式】は、原則Ａ４判、縦型、横書、文書（１０ポイント程

度の文字）、図や表で作成し、専門的な知識を持たない者でも理解

できるよう、分かりやすい表現で３０ページ以内にまとめるこ

と。 

なお、補足資料など必要に応じＡ３サイズも使用を可とする。 

・注意事項として、副本については、書類審査時の公平性・透明性

を確保する観点から、「商号又は名称」等事業者を特定できるもの

は未記載又は墨消し処理を行うこと。 

・任意様式の構成は、下記の順に綴じたうえ、通し番号を付するこ

と。 

① 表紙 

② 目次 

③ 事業実施体制図 

事業実施体制（責任者・担当者の配置、業務分担等（専任・

兼任も記載）） 

④ 事業スケジュール 

契約締結日から契約期間満了日までのスケジュール（行程、

研修会等）を示すこと。 

⑤ 提案内容 

② 見積書 

【様式第６号】１部 

各費目別に分け、回数、個数、人数、単価等を分かるように明記

すること。 

③ 誓約書 【様式第７号】 

④
協力事業者概

要調書 

【様式第８号】 

・ 再委託等がある場合のみ 

・ 協力事業者は一般財団法人日本情報経済社会推進協会が管理す

るプライバシーマークまたは、ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１（情報

セキュリティマネジメントシステム）の認証を取得している。 
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オ 受付  

参加表明書等の受付後、審査し、参加表明者に対し、「事業者の概要（様式第３号）」に

記載されている連絡担当者へ電子メールにて参加番号を通知する。 

なお、参加表明書等（①～③）の提出がなければ、企画提案書等（①～④）の受付はでき

ない。 

（４）プレゼンテーション 

ア 開催日時  

令和７年８月２７日（水） 

イ 参集場所  

東大阪市役所（１７階 教育委員会内会議室） 

プレゼンテーションの場所等の詳細については、「事業者の概要（様式第３号）」に記載さ

れている連絡担当者へ電子メールにて別途通知する。 

開催時間については午後５時３０分以降になる場合もある。 

ウ 順番  

参加表明書の受付順で行う。 

エ 人数  

参加する人数は２名以内とする。 

なお、実際に委託業務を行う責任者を参加者に含めること。 

オ 時間 

１事業者２０分（プレゼンテーション１５分、質疑応答５分）とする。 

カ プレゼンテーション  

後述の６（３）評価基準を留意し、プレゼンテーションすること。 

  キ 準備物 

   プロジェクター、ＨＤＭＩケーブル及び電源タップは、本市で準備する。 

それ以外に必要なものは持参すること。 

ク その他 

プレゼンテーションは事業者名を伏して行うため、入室者は社章、名札等は身に着けない

こと。 

また、発言者は自社名等を発しないように注意すること。プレゼンテーション当日の追加

資料は認めない。 

また、プレゼンテーションや質疑応答で発言した提出書類や機能要件等に記載がない内容

は、契約時の仕様書等に盛り込むこと。 

（５）選定結果通知 

選定結果については、令和７年９月下旬までに参加事業者全てに通知書をメールにて配信す

る。 



6 

また、本市ウェブサイトにおいて、委託契約予定事業者名を掲示する。 

ただし、２位以下は点数のみ掲示する。 

なお、選定理由、選定結果に対する問い合わせ、異議等には一切回答しない。 

６選定方法 

（１）審査方法 

令和７年度東大阪市立日新高等学校デジタル人材育成支援事業者選定委員会（以下「選定委

員会」という。）及び本事業の事務局（以下「事務局」という。）において、評価基準に基づ

き提出書類及びプレゼンテーションに対し審査を行う。 

（２） 評価基準 

評価項目 評価項目詳細 配点 

１ 企画提案書等評価 

① 業務実績 本市と同規模以上の地方自治体での業務実績があるか。 ５点 

② 事業実施体制 

事業実施における責任者・担当者の配置、業務分担等

（専任・兼任も記載）が適正かつ具体的に明記されてい

るか。 

５点 

③ スケジュール 
実現可能なスケジュールで、学校の授業に支障のないよ

うに計画されているか。 
５点 

④
仕様書の内容を

網羅しているか 
仕様書の項目に適合しているか。 

１０５

点 

２ プレゼンテーション評価 

①
説得力・質疑応

答 

仕様内容を明確に示し、質疑に対しも応答が明確な回答

があったか。 
５点 

② 意欲・熱意 参加事業者の本事業への意欲・熱意があるか。  ５点 

③ パートナー 

日新高等学校の教職員、生徒のスキルアップに繋がる事

業を計画し、パートナーとして安心して任せられると感

じるか。 

１０点

④ 利便性・運用 
日新高等学校・本市にとって利便性の高い運用が可能で

あるか。 
２０点

⑤
追加提案及びア

ピールポイント 
追加提案及びアピールポイントが魅力的であるか。 １０点
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３ 価格評価 

見積価格   ３０点

合計 
２００

点 

（３）委託契約予定事業者の決定 

選定委員及び事務局の評価点の合計で最高点を得た者を委託契約予定事業者として決定する。

ただし、最高点を得た者が２者以上ある場合は、見積価格が最も低い者を委託契約予定事業者

とし、見積価格も同額のときは、仕様項目の適合点が高い者を委託契約予定事業者として選定

する。ただし、選定委員及び事務局の評価点の合計が満点の５０パーセントに満たない者は、

選定しない。 

なお、参加事業者が１者の場合においても、各評価項目の評価基準点に基づき、選定委員会

において委託契約予定事業者としての適否を決定する。 

（４）参加無効もしくは失格となる場合 

以下のいずれかに該当する場合は、参加を無効もしくは失格とする。 

①定められた提出方法、提出期限に適合しない場合 

②提出された見積書の金額が委託金額の上限を超える場合  

③提案書類等に虚偽の記載があった場合 

④契約締結日までの間において、「３ 参加資格」に該当しなくなった場合 

⑤選定委員に対して本事業に関する働きかけ、接触等を行なった場合 

⑥その他参加することが適当でないと決定された場合 

（５）その他 

選定委員が事故等によりプレゼンテーション評価ができない時は、その委員の評価点は０点

として合計点を算出する。 

７契約の締結 

契約内容等について、委託契約予定事業者と本市で協議し、令和７年９月下旬までに地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定による随意契約を行う。 

また、何らかの理由により委託契約予定事業者との協議が整わない場合や、その事業者が本事

業を遂行できないと認められる場合にあっては、次点者の順に協議を行い、契約を締結する場合

がある。 

本事業の契約と同時に契約保証金の納付、または債務の不履行により生ずる損害をてん補する

履行保証保険契約締結後の保険証券の寄託をしなければならない。 

なお、契約保証金の額、または保険金額は、契約金額の１００分の３に相当する額以上とする。 

 本プロポーザル手続きは、この要領に定めがあるほか、本市財務規則に基づくこととする。 

 本委託事業の最終決定した委託契約予定事業者は提案内容をもとに、内訳を見積書に明記し提
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出する。 

８留意事項 

①参加に要する経費は、すべて参加事業者の負担とする。 

②提出された書類は、理由の如何を問わず返却しない。 

③提出された書類の著作権は参加事業者に帰属する。ただし、本市が本案件の審査及び議会報

告で必要と判断した場合については、書類の複製及び内容の転用等を無許可、無償で使用で

きるものとする。 

④提案内容に含まれる特許権、実用新案権、商標権等の日本国の法令に基づいて保護され第三

者の権利の対象となっている使用材料、整備方法等を使用した結果生じた責任は、原則とし

て参加事業者が負うこととする。 

⑤提出された書類は、東大阪市情報公開条例に基づき、情報公開の対象文書（個人情報及び事

業者独自の提案等は非公開）となる。 

⑥提出された書類の提出期限以後の差し替え、追加又は再提出は認めない。 

⑦本事業の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはいけない。ただし、あらかじ

め本市の書面による承諾を得た場合はこの限りではない。 

９ 辞退届 

５（３）に関する書類を提出後、やむを得ず本事業を辞退する場合は辞退届（様式第９号）を

１０の問い合わせ先に提出すること。 

１０ 本事業に関する問い合わせ 

東大阪市教育委員会 学校教育部 高等学校課（奥井、鳥屋尾） 

 〒５７７－８５２１ 東大阪市荒本北一丁目１番１号（東大阪市役所本庁舎１７階） 

 電 話  ０６－４３０９－３３１２ 

 ＦＡＸ  ０６－４３０９－３８３８ 

 電子メール koutougakko@city.higashiosaka.lg.jp 


